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そこで本稿では以上のような問題意識に立っ
て，戦間期日本資本主義の対外関係を検討して
いくが，その際分析視点を以下の３点に大きく
しぼりたい。すなわち，(1)対外関係を最も基底
的に規定する国際収支関係，(2)その国際収支関
係を前提にして対外的支配関係へと連結してい
く軸をなす資本輸出入関係，(3)そのような対外
的経済関係に政治的枠組を与える国家の対外政
策＝植民地政策，の３焦点に他ならない。要す
るに(1)国際収支(2)資本輸出入(3)対外政策の３側
面から日本資本主義の対外関係を分析すること
によって，日本資本主義の国独資的転換および
その展開と必然的崩壊のロジックをさぐってい
くことにしたい。
はじめに
周知のように日本資本主義は，昭和恐慌と満
州事変のインパクトを背景として，1930年代初
頭の高橋財政下で資本主義の現代化をとげた。
いうまでもなく日本における国独資の成立に他
ならないのであって，この国独資的転換は，最
も基底的には産業構造の重化学工業化に立脚
し，国家による現代的な財政金融政策に支えら
れつつ，最終的には労資関係の現代的変質にま
で連結するという総合的構造をもって展開して
いくが，その際，この国独資的転換が対外的経
済関係にきわめて強く規定されている点にその
日本的特質があるように思われる。もっとも，
日本資本主義の場合，このようにその展開が国
際関係に大きく規定されるのはいわば常態であ
るともいえるが，しかし対外関係の日本資本主
義への規定度の強さは,この３０年代の国独資的
転換に際しては，他の諸局面におけるよりはる
かに決定的であるし，そしてそれはさらに日中
戦争＝中国侵略→太平洋戦争＝南洋進出→日本
帝国主義の崩壊＝敗戦という戦間期日本資本主
義の全展開を全面的に規定したといっても決し
て過言ではない。
Ｉ第１次大戦と対外関係の新展開
〔１〕最初に第１次大戦期')の貿易構造からみ
ていくことにしよう。まずこの時期の国際収支
の動きをフォローすると，1912-14年までは赤
字基調なのに対して大戦の影響があらわれる
１５年から黒字に転化し，１５年-1.95億円→１６
年－１．４６億円→１７年－４．０７億円→１８年-
3.20億円という規模で連年大幅の黒字が実現
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きれた。こうして明治以来国際収支の構造的赤
字にみまわれてきた日本資本主義はこの大戦を
契機に黒字に転ずるが，その際，この黒字化の
要因が－｢貿易外収支経常項目」とともに
－貿易収支の大幅改善にあるのはいうまでも
なく，１３年－９．７千万円の輸入超過(輸出－６．
３億円，輸入－７．３億円)は１５年には一挙に１．
８億円の輸出超過（同，7.1億円，５．３億円）に
転換し，その後も１９年まで輸出超過は,１６年-
3.7億円（同，１１．３億円，７．６億円）→17年－
５．７億円(同，１６．０億円，１０．４億円)→18年－
２．９億円（同，１９．６億円，１６．７億円）と多額に
のぼった(表１)。その点で，この大戦期の国際
収支黒字化を支えた最も中心的要因が貿易収支
の好転一輸出急増（15-19年－３倍増）にあっ
たことはまず明白なのである。
そこで次にこのような出超構造の内容を知る
ためにまず第１に輸出入の内訳構成をみてみよ
う（表２)。最初に輸出では「全製品」の伸びが
目立つ。つまり，１４－１７年では「原料用製品」
が金額からいっても構成比からいってもトップ
（例えば14年－３．１億円，51.8％)だったのが
１８年には｢全製品｣が金額８．５億円，構成比４３．
５％となって第１位に進出している。まずこの点
にこの大戦を契機とした日本資本主義の重工業
化が貿易に反映していることがうかがわれる
が，そのうえでもう少し詳しく品目別に立入る
と，なんといっても「生糸」の大きさが特徴的
で金額･構成比とも首位である（14年－１．６億
表’第一次大戦期の貿易
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円，27.3％→１８年－３．７億円，18.8％)。した
がって生糸のとび抜けて大きな地位が否定でき
ないが，しかしその伸び率(2.3倍）と構成比の
低下は－もう１つの綿糸とともに－注意さ
れるべきであって，このような「原料用製品」
のウエイトは低下しつつあるとみてよい。それ
に対して，伸び具合いの大きいものは，１つは
「綿織物」(14年－３．５千万円,5.9％→18年-
2.4億円，12.1％，７．０倍増）と「絹織物」（同，
３４千万円，5.8％→１．２億円,6.0％,３．５倍増）
という「全製品」であって，先にみた輸出の工
業国化が確認できる。そしてもう1つは｢汽船」
であり，１４年＝７０万円･0.12％は大戦の経過と
ともに１６年－１．７千万円・15％→１８年－８０
千万円･4.1％と急激な伸びをみせている。まさ
に，大戦による世界的な船舶不足が日本の船舶
輸出拡大一造船業発展をもたらしたことは周知
のことであろう。いずれにしてもまず輸出面で
はその工業国型への進展傾向が結論できると
表２輸出入商品類別構成
(単位：千円）
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いってよい。
つぎに輸入の内訳構成に目を転じよう。最初
に輸入の類別構成をみるとやはり「原料品」が
大きく全体の５割を超えているが，しかしその
ウエイトは停滞ないし低下の傾向にあり，１５年
-63.8％（3.4億円）は１８年-51.3％（8.6億
円２．６倍)と比重を低めている。それに対して
新しく次の２点が特徴的である。つまり，１つ
は「原料品」の低下を補完して「原料用製品」
が14年-16.2％（1.0億円）→18年-27.4％
（4.6億円，４倍）へと増加していることであ
り，これは，重化学工業化の進展にともない，
単なる「原料品」ではなくすでに一定の加工過
程を経た高度な原料用の製品が必要になったこ
とのあらわれであるし，またすでにみた輸出面
でのこの「原料用製品」の低下にも対応してい
よう。つぎにもう１つは「全製品」の構成減少
に他ならず，１４年＝14.7％（8.6千万円）→１８
年-10.2％(1.7億円，１．９倍)にとどまり，輸
出での「全製品」比率上昇の裏側を示している。
こうしてここからも，「原料用製品」増加一｢全
製品」低下という，貿易輸入構造における工業
国化がみてとれよう。このことを前提として，
輸入の立入った内容をさらに品目別にみると，
まずこの時期第１位を占め続けたのはやはり
「実綿・繰綿」－綿花であり，綿工業の原料と
して，構成比は低下しながらも，１４年-36.7％
（2.2億円)→１８年-30.9％(5.2億円,２．４倍）
と大きな比重を占めた。しかし他方，重化学工
業の進展~特に大戦期の造船・鉄鋼・機械業
の展開一に対応して,「羊毛」・「石炭」・「金属
製品」などのウエイトが高まっており，その中
でも特に目立つのは，構成比・金額とも第２位
をなす｢鉄類」（16年-11.7％,９．０千万円→１７
年-20.0％，２．１億円→１８年-18.6％，３．０億
円，８．０倍)であって，そこから，鉄鋼市場の暴
騰→国内自給体制の進行，という新しい方向性
がすすみつつあったことにも注意が必要であろ
う2)。
そのうえで第２に以上のような輸出入内訳を
地域構成の面からとらえ直してみよう。まず輸
出に関しては以下の３点が注意をひく。まず第
１は，絶対額および構成比で１．２位を占める
アメリカと中国が－金額では増加しているも
のの－ウエイトとしては低下を示しているこ
とである。つまり，第１位のアメリカ（１４年－
２．０億円，33.3％→１８年－５．３億円，27.0％）
および第２位の中国(同，１．６億円，27.5％→２．
６億円，13.2％)はその伸び率も停滞気味だしそ
のシェアーも目立って減少しているが，この点
については大戦を契機とする，アメリカへの生
糸輸出の激減と中国への綿糸輸出の縮小が原因
であることはいうまでもない。つぎに第２に，
それに対して増加が著しいのはインド（１４年＝
4.4％→18年-10.3％）・蘭領インド･南アメリ
カ州・アフリカ州・大洋州（2.9％→4.2％）な
どいわばヨーロッパ交戦国の植民地地域であっ
て，大戦による宗主国からの輸出停止という空
白へ日本が進出したことを背景としていよう。
さらに第３に，日本のこのような進出はアジア
からのイギリスの後退を条件としている点に他
ならずその点は特にインドと中国において明白
である。すなわち，まずインドでは１３－１８年間
にイギリス輸出が12億ルピー(64.2％)から７．
７億ルピー（45.5％）へと絶対的･相対的に減少
しているのに対して，日本は４７千万ルピー(2.
6％）→３．４億ルピー（19.8％）へとウエイトを
上昇させているし，また同様に中国においても，
日本が１３年-20.2％→１８年－４１４％と著増
しているのにくらべると，イギリスは１３年-
16.5％→１８年８５％ヘと大きく落ちこんでい
ることが目につく。まさにこのような展開の中
からアジア市場における日本とイギリスの対立
（およびアメリカの進出）という新事態が進行
していくわけであろう。
つぎに輸入の地域構成に移ると，まず第１に
インドの後退（14年-26.9％→１８年16.1％）
とアメリカの上昇（16.2％→37.5％）が特徴的
であって，１６年以降アメリカがインドを抜いて
輸入国のトップに出る。その際，その背景とし
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〔２〕では次にこのような出超増を条件とし
て展開したこの大戦期の資本輸出入動向に目を
転じてみよう。すでにみたようにこの大戦によ
る国際収支の好転によって日本は資本輸入国か
ら一転して資本輸出国へと転化する。まず最初
に資本輸入推移からみていくと(表３)，１４年に
輸出－１３．７百万円，輸入－１５．９百万円だった
ものが早くも大戦開始とともに１５年には輸出
－９．９百万円,輸入－０．９百万円となり，14-15
年にかけて２．２百万円の資本輸入国から９．０百
万円の資本輸出国へと移行している。その後も
国際収支黒字分の増加を基礎として資本輸出の
急膨張が続き，１６年，輸出＝310.2百万円，輸
入－４．９百万円，１７年，輸出-343.5百万円，
輸入－５．７百万円という経過をたどり，大戦末
の18年には輸出＝523.9百万円，輸入－１０．５
百万円という実に５億円規模の資本輸出国に台
頭したのである。もちろん，このような動向は
大戦の特殊事情によるものに他ならないが，日
清・日露戦争以来一貫した資本輸入の重圧が緩
和され，したがって外資依存傾向に一時的な中
断期がおとずれたことだけは否定できないとこ
ろであろう。
そこでこの時期に減少をみせた資本輸入の内
ては綿花輸入先のインドからアメリカへの転換
が大きいが,それに加えて,大戦によるヨーロッ
パからの輸入困難にもとづく機械・鉄鋼のアメ
リカからの急増も影響していよう。これに対し
て第２に大きく減少したのがイギリス（15.5％
→4.0％）・フランス（0.73％→0.2％）・ドイツ
（7.5％→0.2％）などの交戦ヨーロッパ諸国に
他ならない。この動きはいうまでもなく大戦と
いう特殊事情にともなうものだが，しかしより
長期的にみると，このようなヨーロッパの低下
はアメリカ貿易拡大の裏面ともみるべきであっ
て，むしろこれ以後に顕著となる，巨大な生産
力に裏づけられたアメリカ輸出力伸長の端初で
もあったといえよう。そして第３にこのような
結果，収支バランス面では，①対イギリス貿易
の入超から出超への転換②対インド貿易入超の
改善③対アメリカ貿易の出超から入超への転
化，という動向が特徴的であり，そこから新し
い局面が生じていくことにもなった｡こうして，
この大戦期に，日本貿易はその工業国型への移
行にともない，輸出・輸入の品目構成と地域構
成を変化させるとともに，その収支バランスの
内部構成をかえながら全体として輸出増＝出超
を実現していったのである。
表３第一次大戦期の資本輸出入
(単位：千円）
蕊UIIL蝉’
よ臨時支払を示す．（『財政金融統計月報』第５号，４９ページより算出.）
1919年
６，０９７
１，２６８
１４１
4,688
10,489
６，３４６
３６７
3,776
４，９１７
１，２３３
６９１
2,993
5,714
６９４
９６
４，９２４
1５，８７１
３，４３８
874
484３４５６７８｜②４５６７８
390２，７２２
９，７１１
523,875
327,814
149,666
１４，７０９
２３，２１７
7,969
264,085
１７，４９０
１９１，８１１
３，６９８
２８，８００
２２，２８６
9,884
２５０
５，８３９
３４７
３，４４８
310,232
256,881
４４，３１９
５，４９１
３，５４１
343,451
187,406
103,776
１１，９４６
３７，３３１
２，９９２
1３，６９１
１，４００
１２，２９１
ｔ
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容から立入ってみていこう。まずフローの推移
では「国債売却」と「株式売却」とが重要項目
をなすがそのウエイトに変化がみられる。つま
り「国債｣が14年＝３．４百万円→１７年－０．７百
万円→１９年－１．３百万円と減少傾向にあるの
に対して「株式」は１４年－２．７百万円→１７年
－４．９百万円→１９年－４．７百万円と増加の基
調をみせており，「国債」→「株式」という，間
接投資から直接投資への比重移行が一応みてと
れる。
ついで14年における国際貸借状況(表４）を
資本輸出入のストックとしてふれておくと，資
本輸入のストックをなす「負債」ではまずなん
といっても「海外募集国債」が大きく約１５億円
（76％）にのぼる。これはいうまでもなく日露
戦争関係費にもとづく外債の累積を意味してい
るが，これとほぼ同じ性格のものとして「海外
募集地方債3)｣１．８億円（９％）も無視できない。
さらにもう１つ重要なものは「海外募集社債」
であり約１．７億円（８％）を占めるがこれは大
部分満鉄関係社債であった。これらに対して株
式投資としての「外人会社投資」はまだ２．９千
万円にとどまり，大戦後に伸びを示す直接投資
はこの時期にはまだネーベンであることがわか
ろう。以上，まず資本輸入に関しては，大戦期
の国際収支の黒字化により外資導入の意義が低
まったこと，そしてその形態では株式投資＝直
接投資のウエイト拡大がみられること，の２点
がさしあたり確認できるように思われる。
表41914年末国際貸借
（単位：千円）
続いて資本輸出に目を移そう。まず最初に資
本輸出フローの推移をみると「外国政府公債応
募」（14年－０．３百万円→19年－１．７千万円）
と｢外国政府公債購入」（5.8百万円→１．９億円）
が圧倒的でこの２つで全体のかなりの部分を占
める。この２つはいうまでもなく大戦遂行のた
めの参戦国への戦債に他ならずいわば本格的な
資本輸出とはいえないが，しかし資本輸出の本
格化も大戦後半からしだいに目立ってきてお
り，１つは「外国株式購入」が15年－３．４百万
円→１９年－２８．８百万円へと大きく伸びをみせ
ているし，もう１つ「海外事業放資」も１５年－
０→１９年－２２．３百万円と拡大が著しい。その
点で額としては公債投資にはるかに及ばないも
のの大戦の過程で株式投資・海外事業参加など
の直接投資も上昇を示していることが無視でき
ないであろう。
そのうえでつぎにこの資本輸出を投資対象に
そくしてもう少し立入って検討していこう。ま
ず１４年末の国際貸借資産ストック（表４）によ
れば総額８．４億円のうち｢対清国投資｣が５．４億
円（64％）を占めて中心をなし，さらにその中
では「政府関係借款」が６．９千万円なのに対し
て満鉄関係の「直接投資」が３．９億円となり，
資産全体の４６％を構成する。こうしてまず大戦
開始時点で満鉄投資を中軸とする中国投資のウ
エイトがすでに大きいことがみてとれるが，つ
表５大戦中（1915～19年）のいで大戦中の対外
日本の対外投資（単位:千円)＿投資の増加をフォ
蕊 ローすると（表５)，この間の対外投資総計14.7億円のうちまず「対連合国政府貸付」が６．６億円（イギリス２．８億円，フランス１３億円，
ロシア２４億円）
にのぼり全体の
45％を占めて第１
:隣鑿！
負債
海外募集国債1,524,603
海外流出内国債81,331
海外募集地方便177,024
海外募集社債166,790
外人会社投資29.171
計1.978,918
差引き1,139,306 （洪純一，ハロルド・ジー・モールト
ン｢日本財政経済論』〔千倉書房，１９３１
年〕219ページ.）
（樋口弘「日本の対支投資研究』551ページ，堀江保蔵「日本経
済史読本」202ページ.）
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蕊蕊
満州を中心とする対１A二st詮､翻芒h撤蝋
位をなしている。ついで第２位がやはり「対中
国貸付」４．２億円（29％）でその内訳は「中央政
府等｣２．１億円「地方政府」６千万円「民間企業」
1.5億円となり政府関係が大宗をなすが，これ
は－のちにもふれる－１．５億円（８件)にの
ぼるいわゆる「西原借款」によるものであるこ
とは当然であろう。そしてそのあと｢直接投資」
４億円（27％）がつづくがここでも満鉄が重要
な部分を占めていることは周知のことといって
よいから，こうみるとこの大戦期の資本輸出が，
連合国への戦債をその性質上一応別にすると，
対中国投資を基軸としていたことは明白だとい
わざるをえない。
そこで以上のような中国投資の重要性をふま
えてこの中国投資の内容を－歩立入って考察し
てみることにしよう｡最初に１４年時点における
対中国投資の構成（表６）をみれば「直接事業
投資｣４．０億円（86％)，「中国政府貸付」２千万
円（５％)，「中国会社貸付」３．６千万円（８％）
となるが,そのうち全体の９割近くを占める｢直
接事業投資」についてはその７割が満鉄中心の
満州投資に他ならない。具体的に数字をあげれ
ばまず地域別では「満州」６９％「中国本土｣３１％
と満州が大部分を占めるし，産業部門別では，
「満州」のうち「運輸業」１．３億円（49％）「鉱
山業｣５．９千万円（22％）というウエイトとなっ
ていてこの２部門で70％をこえている（表７)。
その点でこの時期の中国への直接投資のきわめ
表７日本の対中国直接事業投資（1914年）
（単位：千円）
リ''1中国本土 合計
136,664
６，８４０
５８，２６１
２１，１７５
１２，６５０
１６，９６７
８５，１６２
４７，３００
３８５，０１９
8,100
３６
運輸業
公益事業
鉱山業
製造業
金融業
不動産業
輸出入業
その他
合計
ｏ128,564
○６，８０４
○５８，２６１
７，４１４
７，３５０
○１６，９６７
１０，０００
２９，８００
２６５，１６０
1３，７６１
５，３００
７５，１６２
１７，５００
１１９，８５９
1）○印は満鉄直営事業．
2）その他の大部分は一般商業関係．
(Remer,ｏｐ・Cit.,ｐｐ430,431.）
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早熟性・脆弱性がみてとれよう。そしてまさに
このような資本輸出の構造にこそ大戦期日本資
本主義がもつ１つの特徴があるというべきなの
である。
〔３〕以上，貿易構造･資本輸出入構造をフォ
ローしたがそれをふまえて，大戦期の対外政策
を植民地政策という点から総括していこう。す
でによく知られているように日本帝国主義は日
清戦争によって台湾を領有したあと日露戦争の
結果，朝鮮半島から南満州へ及ぶ地域を自らの
勢力範囲に入れて本格的な植民地体制の形成に
のりだしていったが，さらにつづく第１次大戦
期に，列強の中国からの後退をチャンスとして
中国大陸への膨張政策に向う。その点で，この
大戦を契機にして日本帝国主義の植民地政策が
その基盤形成をなしとげていったのはあきらか
であった。そこでここでは植民地を地域的に区
分してその支配の特質をみておくことにした
い。
まず第１は「朝鮮」であるが，ここでの資本
輸出の特徴は「国債」という形が圧倒的に大き
いという点であり，10-19年間において朝鮮へ
の資本輸出（2.1億円）のうちその５２％を占め
る。その場合この国債は「朝鮮事業公債法」に
もとづくもので，そこから得られた資金は「総
督府官業投資」という窓口から特定の公債支弁
事業に投下されたが，その中心的地位を占めた
のは鉄道建設であった。例えばこの「鉄道建設
費」は「公債金・事業資金借入金」のうち，１４
年＝８３％→16年－５２％→１９年－７４％ときわ
めて大きな比重をなしているが,まさにここに，
植民地支配初期における鉄道建設にもとづく支
配基盤形成の重要性とともに，より具体的には
鉄道を軸とした「鮮満一体化」の方針がうかが
えるといってよい。つぎに朝鮮における「直接
事業投資」に移ると，のちにみる台湾における
糖業のような中軸民間部門を欠いており，それ
が資本輸出での「株式」のウエイトを低めてい
る（24％）といってよく，朝鮮における主要会
社としても朝鮮銀行・東洋拓殖・朝鮮殖産銀行
などの国家資本系が中心を占めて民間資本の進
出はおくれた。ただ唯一三菱製鉄が兼二浦製鉄
所の設立(14年着工,18年操業開始)にふみ切っ
て日本財閥系の朝鮮進出を画期づけているが，
他の国家資本系金融機関は－主に農業金融を
通して－朝鮮のむしろ農業植民地としての形
成・支配に意義をもったと考えられる。
つぎに第２に「台湾」に目を移すと，資本輸
出の構成では，先の朝鮮とは逆に「株式および
事業放資｣の割合がきわめて高く総額１４千万円
（10-19年)のうち実に９４％を占める｡そこで，
まず台湾の「直接事業投資」からみると，投資
の部門別ではその中軸が製糖業であることはい
うまでもない。例えば主要製糖業はほぼ大戦前
に設立されていずれも１千万円以上の資本金を
もって営業しているが，大戦期の第１次合同運
動を通してほぼ５大糖業資本（台湾＝三井，明
治＝三菱，東洋-鈴木，大日本，海水港）の制
覇が実現をみている。そしてこのような合同運
動の中で糖業資本は総督府の糖業保護政策と強
く癒着しながら欧米資本の駆逐と土着資本の従
属化をすすめるとともに，この台湾を起点とし
て東アジアにおけるいわゆる「糖業帝国主義」
の形成をもめざしたわけである。その意味でこ
の糖業への直接投資こそ台湾における植民地支
配の軸点をなしたと把握してよいが，それに比
較すると「国債｣の比重は著しく小さく（４％)，
したがってそれに立脚した「総督府官業投資」
も朝鮮ほどウエイトは大きくないが，その中で
はやはり鉄道中心であることに変わりはない。
さらに第３に「中国」はどうか。最初に借款
では，すでにみたようにこの中国借款が大戦期
資本輸出増大の主要因をなしていたがこの借款
は大戦期にその額の急増（15年-56百万円→
１８年－３６０百万円，６倍）と対象部門・債権者
の多面化をみる4)。しかしこの対中国借款の中
で中核をなしたのはいうまでもなく，興銀・台
銀・朝銀３行の特殊銀行団を媒介としたいわゆ
る「西原借款」に他ならない。それは，列強の
中国からの後退を契機とした大陸政策の積極化
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始動していったことが確認できる。
表81920年代の貿易
を背景として,「日支経済提携｣の名目の下に｢製
鉄原料確保」「鉄道敷設権確保」「幣制改革」と
いう経済権益を目ざした政治借款であったが，
結局８口１億４５００万円の借款が実行された｡結
果的には当初の権益確保は得られなかったが，
しかしこの西原借款を契機として対中国投資機
関・植民地金融機関の再編強化がすすめられつ
つ「日満支ブロック」形成の端初が開かれた点
では，日本帝国主義の中国植民地化のステップ
として一定の意味をもったとみるべきであろ
う。また「満州」の「直接事業投資」では満鉄
が当然中心となり，例えば18年の会社出資数で
みると総額168百万円のうち満鉄１社で132百
万円とほぼ８割を占めている。そしてこの満鉄
は16-20年間に事業投資額をさらに１．８億円
増加させて主に「鉄道」（34.4％）「鉱山」（21.
7％）「製鉄所」（17.7％)部門を拡大していくの
であり，その点で満鉄は，この段階では，大豆・
豆粕の他石炭・銑鉄の対日供給基地として満州
を位置づけていくための，その中心機能を担っ
たとみることができよう。
以上のように，この大戦期には，国際収支の
好転を条件とした積極的大陸政策への着手を背
景として，－朝鮮＝総督府官業事業中心，台
湾＝糖業直接投資，中国＝西原借款，という差
異を含みつつも－２０－３０年代に本格化する
「日満支ブロック」形成のまず第１準備段階が
(単位：千円）
輸出超過乾一皿卿、“蝿幽嘩啄”““
74,587
387,780
361,317
252,856
534,479
646,367
267,068
332,756
186,836
224,359
６７，６１９
2,098,872
1,948,394
1,252,837
1,637,451
1,447,750
1,807,034
2,305,589
2,044,727
1.992,317
1,971,955
2,148,618
2,173,459
2,336,174
1,614,154
1,890,308
1,982,230
2,453,402
2,572,657
2,377,484
2,179,153
2,196,314
2,216,238
4,272,332
4,284,569
2,866,992
3,527,760
3,429,981
4,260,437
4,878,247
4,422,212
4,171,471
4,168,270
4,364,856
(｢日本貿易糖覧」２ページ
１１２０年代不況と対外関係の動向
〔１〕さて１９２０年代5)は基調的に不況傾向で
推移していくが，そのような動向の大枠を規定
したのは２０年代における国際収支の悪化で
あった。つまり，国際収支は大戦の終了ととも
に赤字に転化し，１９年－－３．４千万円→２４年
--3.1億円→２８年一一1.5億円と赤字基調を
続けるがこの赤字再転換の主因が貿易収支の入
超化にあったのはいうまでもない。例えば終戦
の19年に早くも輸出２１．０億円,輸入２１．７億円
で０．７億円の輸入超過に転じたあと，入超額は
23年－５．３億円(輸出-14.5億円，輸入－１９．
表９輸出品類別構成
(単位：千円）
□illlilmllHilJllWlllll 額％100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00100.00149,662142,28179,682104,39691,091113,301147,315147,295145,562156,280 109,270140,10579,409８４，７３６81,088104,795163,025140,250137,324８８，５４８ ５９４７００７６９３２１３１６８０８８６●■●●●●●●●●５７６５５５７６６４ 906,131678,571550,727８４２，４３１700,761862,2251,089,904881,863852,183823,714 43.1234.8343.9651.4548.4047.７１４７．２７４３．１３４２．７７４３．０９ 901,424962,934524,175581,956557,718705,371878,482852,118831,236812,949４０６９９６９０１７１３３３２２３２３１●●●●●●中■●●７７６６６６６７７８ 42.9549.4241.8435.5438.5239.0４３８．１０４１．６７４１．７２４２．５２ ３２，３８６２４，５０４１８，８４５２３，９３３１７,09321,34326,86423,20126,01230,２７３ ３６０５８８７３１９５２５４１１１１３５ｂ●■●●●●●●●１１１１１１１１１１ 2,098,8731,948,3951,252,8381,637,4521,447,7511,807,0352,305,5902,044,7271,992,3171,911,764
(『日本貿易精覧」450ページ.）
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8億円)→25年－２．７億円(23.1億円，２５．７億
円）→２７年－１．９億円（19.9億円，２２．０億円）
→29年＝６．７千万円（21.5億円，２２．２億円）
と持続的動きをみせた(表８)。こうして大戦期
における貿易収支の好転の一過性があきらかと
なり再び国際収支の悪化局面に入っていくので
ある。
そこでこのような輸出入アンバランスの内容
を検出するために最初に第１に輸出入の内訳構
成に立入ってみよう（表９)。まず輸出について
みると，大戦期に「全製品」が「原料用製品」
を抜いてトップに立ったがこの２０年代には再
び首位を「原料用製品」にゆずっている。つま
り２０年を例外として，「全製品」と「原料用製
品」とのウエイトは，それぞれ１９年-43％，
43％→２２年－３６％，５１％→２５年－３８％，４７％
→２７年-42％，４３％と一貫して「原料用製品」
が「全製品」を上回っていて，－もちろん長
期的には「全製品」比率の上昇は否定できない
ものの－２０年代不況の中で，貿易における工
業国型への転換に一定のブレーキがかかったこ
とはみてとれよう。そしてこの傾向は品目別構
成において一層明白であり，まず｢原料用製品」
としての「生糸」の相変らずの比率の大きさが
目につき，しかも大戦期に低下傾向にあったの
に対してこの２０年代にはむしろ増加の動きさ
えみせている。つぎに第２位は「綿織物」であ
り，他方での「綿糸」の急減（20年－７．８％→
25年－５．３％→２７年－１．９％）とは反対に，１９
年-13.4％→２４年-18.1％→２７年-19.3％
と大きな増加をみせており，この点では「全製
品」化傾向が持続していることも決して無視で
きない。しかし大戦期に大きく伸長した｢汽船」
に代表される重工業品は大戦終了とともに著減
（20年－０．８％→23年-0.03％→26年－０．
０１％）し，軍縮への動きとも相まって，見る影
もなくなっている。このように輸出の面で，「全
製品」の上昇と下降の相反する要因が同時に作
用して，貿易における工業国型の定着はなお不
安定な性格をまぬがれないというべきであろ
う。
ついで輸入の内訳構成をみてみよう（表10)。
まずトップに立つのは「原料品」で，大戦期に
50％台を占めるに至った傾向がこの２０年代に
も持続し１９年-50.3％→２３年＝50.3％→２７
年-55.2％とほぼ同じ水準で推移していく。こ
れに対して「食料品」（２７年-14.8％）・「原料
用製品」（16.0％）・「全製品」（13.3％）は相互
に第２位を争っていてほぼ同列に並ぶ。ただそ
の中でもやや詳しくみれば，「全製品｣について
は２０年代前半の18-19％台は２０年代後半に
入って１３％台に下降しているから，全体的には
やはりウエイトを落しつつあることは一応確認
できる。その点で，「原料品」「食料品」「原料用
表１０輸入品類別構成
(単位：千円）鞆
額
％
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
100.００
１００．００
351,323
222,404
208,329
290,236
251,548
348,081
392,012
350,280
323,540
298,543
1６．１６
９．５２
１２．９０
１５．３５
１２．６９
１４．１９
１５.24
14.73
14.84
13.61
1,093,754
1,260,106
757,020
８２８，０４８
997,587
1,166,501
1,492,745
1,341,918
1,201,982
1,165,198
５０．３２
５３．９４
４６．８９
４３．８０
５０．３３
４７.55
58.02
56.44
55.16
53.12
451,387
509,067
324,058
390,572
358,781
452,268
328,396
357,181
348,160
382,843
２０．７７
２１．７９
２０．０７
２０．６６
１８．１０
１８.４３
１２．７７
１５．０２
１５．９８
１７．４５
261,161
328,400
311,469
365,379
258,129
471,870
348,910
314,990
290,475
332,544
１２．０２
１４．０６
１９．２９
１９．３３
１８．０７
１９．２３
１３．５６
１３．２５
１３．３３
１５．１６
15,835
16,198
13,279
16,073
16,186
14,682
10,594
13,115
14,996
14,566
３
８
２
５
２
０
１
５
９
６
７
６
８
８
８
６
４
５
６
６
■
●
●
●
●
●
●
●
●
●
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
２，１７３，４６０
2,336,175
1,614,155
1,890,308
1,982,231
2,453,402
2,572,658
2,377,484
2,179,153
2,193,694
(『日本貿易精覧』451ページ
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製品」合計が80～90％を占める一方で，「全製
品」が15～20％台にとどまることからして，総
体的には，工業国型貿易への転化は，この２０年
代不況過程にあっても底流としては持続して
いったことが否定できない。つぎにその傾向を
さらに輸入品目別に立入って検討すると，この
時期においてもトップはやはり綿製品輸出増大
に対応した「綿花」である（25年-35.9％，９．
２億円→28年＝２５％，５．５億円)。その場合，こ
の綿工業は，生糸とはちがって全面的に綿花輸
入に依存している以上，いわば外貨消費セク
ターにならざるをえなく，その意味で日本資本
主義の中軸であるとともに一種の外貨上のネッ
クとなる他ないが，このような負荷作用として
は，重工業品目としての「鉄類」「機械類」のも
つ意味も大きい。例えば，まず「鉄類」は，特
に銑鉄の自給困難化＝銑鋼不均衡に制約され
て，１９年-10.8％（2.3億円）→２２年－８．４％
（1.6億円）→28年＝6.8％（1.5億円）と少な
くない額と比率の輸入依存が続いていくし，ま
た「機械」も特に２０年代前半には工作機械など
を中心にして輸入への依存が目立つ(21年＝７．
４％)。このような動きは，一方で外貨消費＝国
際収支悪化の加重とともに，他方で，国内での
重化学工業がいまだ本格的には進展しえていな
いこと（工業国型貿易の未完成）をあらわして
いるともいえよう。
以上の動向をふまえて第２に輸出入を地城別
構成という面からフォローしてみよう。まず輸
出では，第１にアメリカの増大が顕著であり，
大戦期の２７％(5.3億円)に対して，１９年-39.
5％（8.3億円）→22年-44.7％（7.3億円）→
２５年-43.6％(10.1億円)→２８年-41.9％(8.
3億円）と金額･比率の両面で大きな伸びをみせ
ている。これはいうまでもなく終戦による生糸
輸出の再開によるが，しかし他方，２５年をピー
クとして金額では減少傾向に入っている点では
アメリカにおける生糸に対するレーヨン糸から
の圧迫の増大がうかがわれる。つぎに第２位は
中国（19年-21.3％→２５年-20.3％→２８年
－１８９％)，第３位はインド（5.6％→7.5％→
7.4％)であるが，両地域とも綿製品の輸出先と
して大戦中を上回わる額の輸出を実現してはい
るものの，中国では日貨排斥運動の激化によっ
て低下基調にあるし，またインドも綿花輸入先
のインドからアメリカへの転換の影響もあって
停滞の色が濃い。さらにヨーロッパも低調を脱
しきれず，２０年-10.0％（2.0億円）と頂点を
むかえたあと，２３年－５．５％→２８年-8.1％と
伸び悩みが目立つが，その点で戦時中のヨー
ロッパ輸出の増大が大戦による一時的なもので
あったことがわかろう。
続いて輸入に目を向けると，まずなんといっ
てもアメリカの地位上昇が目立つ。このアメリ
カのトップへの転換はすでに大戦後期にみられ
ていたが，くりかえしふれた綿花輸入先の移行
によって，この２０年代に一層明らかとなり１９
年-35.3％（7.6億円）→22年-31.5％（6.0
億円）→２７年-30.9％（6.7億円）と大きな比
率を確保し続ける。それに対して２位のインド
は２０年代後半に－時２０％をこえるものの
16～13％台に低下（２～３億円台）してアメリ
カには大きく及ばない。またヨーロッパは全体
的には一定のウエイトを維持しているが国別で
は大きな格差がみられ，ドイツの拡大（19年-
0.01％→２４年－５．９％→２８年-6.1％)とイギ
リスの落ちこみ（10.1％→12.8％→7.5％）が
特徴的である。それにしても，世界的規模にお
いては，アメリカのヨーロッパに対する決定的
優位がもはや否定しがたくなっている点がここ
でもはっきり確認できるといえよう。最後に収
支バランスの点では，①綿花＝生糸貿易の対ア
メリカでは１～２億円の出超②綿花一綿織物貿
易の対インドでは１～２億円の入超という動向
がみてとれ，生糸と綿織物との間の外貨形成力
上の格差が一目瞭然なのである。
〔２〕そこでこの２０年代の貿易構造をふまえ
て資本輸出入構造へ移ろう。周知のように大戦
終了による国際収支の悪化にともないこの２０
年代には再度債務国へ転化するが，その推移を
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まずみておくと，１９年には２５８百万円の輸出超
過だったのが20年代前半から逆転し，２４年に
は資本輸入－５６９百万円,資本輸出－９６百万円
で４７３百万円の輸入超過になっている。その後
も２５年－９５百万円入超→２６年－１０４百万円
入超→２７年－４８百万円入超→２８年－２０２百
万円入超と続き，２９年にようやく６７百万円の
資本輸出超過にもどっているから，この２０年代
はほぼ一貫して資本輸入傾向で推移したことが
わかろう。いうまでもなく，この転化は大戦と
いう特殊事情の消失による国際収支の赤字化
や，大戦中の連合国戦債返済の終了，さらには
金解禁をめざした正貨補充などの要因にもとづ
いているが,いずれにしてもこの２０年代に外貨
依存体質を再度強めたことは当然であった。
ではこの２０年代に資本輸入を増加させた原
因は何んであったのかをみると(表１１)，その転
換エポックをなすのが２３－２４年である。つま
り，１つはまず「社債募集」が－歩早く２３年か
ら始まり２３年－９千万円→２５年－１．４億円→
27年－１．４億円→２９年－２．３億円と急増加を
みせているし，もう１つ「国債・地方債募集」
も中断を含みながら２４年から再開され，２４年
－２６億円→２６年－０．８億円→２７年－０．４億
円と増加の傾向にのる。こうして，大戦の特殊
条件が消え去った２０年代前半から，－｢銀行
会社借入金」などをも含みながら－主に「公
債・社債募集」というヨリ積極的かつ本格的な
資本輸入が定着をみたと考えてよい。
以上みた公債・社債発行の重要性について，
その背景を知るために外資導入の内容をやや具
体的にフォローしておくと以下の点が目につ
く6)。つまり，まず第１に国債・地方債・社債の
内訳からみると社債が圧倒的に多く，国債－４
回，地方債（東京市・横浜市債）－３回なのに
対して各種社債は１８回にも及ぶ｡もっともその
中には，政府保証にもとづく「満鉄５分債」「興
銀６分債」「東洋拓殖５分債｣などの特殊会社債
なども含まれているが社債発行の２０年代にお
ける激増が明白である。つぎに第２にこの社債
の内容にさらに立入ると大部分が電力債であっ
て，いまふれた特殊会社以外は全部電力会社債
に他ならない。例えば，「東京電燈債｣が２３年．
25年（２度）・28年（２度）の合計５回，「東邦
電力債」が25年（２度）・26年.29年の４回な
どが目立ち，この２０年代における電力業の進展
と集中合併のための資金需要の増大がうかがわ
れよう。さらに第３にその発行目的という点か
ら整理すれば，最大のウエイトを占める電力債
については，その多くは｢電力設備」｢建設資金」
「設備資金」「機械購入資金｣などで電力事業の
設備投資に関わるものであり，その点で２０年代
における電力業の資本蓄積が主に外資に依存し
て展開したことがみてとれる。また国債と市債
についてみると，「５分半英貨国債」（30年）の
「外債償還整理」を別にすれば残りは「震災復
興資金」であった。まさにこれこそ「６分半英
貨国債」「６分英貨国債」といういわゆる「国辱
表１１１９２０年代の資本輸入
(単位：千円）
１９２３年１９２４年１９２５年1926１９２７年１９２８年１９２９年項目
(1)外国人本邦放資
２５本邦国債募集
２６本邦地方債募集
２７本邦社債募集
２８本邦銀行会社借入金
２９本邦国債(内債・外債)売渡し
３０本邦（地方債・社債）売渡し
３１本邦株式売渡し等
1930年
281,138
102,463
122,947
０
０
９０，５５４
０
２６，８８８
１，２３３
４，２７２
565,858
229,005
３１，５６１
７９，７２８
22,388
189,280
３６４
１３，５３２
186,142
0
0
136,953
１８，００６
２１，２５４
１，８９５
8,034
176,772
０
８３，８０１
２０，０９２
２４，３３７
４３，８６４
８６６
３，８１２
１５３，５８９ 272,030 158,344
3７，０５６
１４，３１０
３５，９０２
５，９７５
１０，３７４
４９，９７２
180,806
５５，４０６
１８，５５３
１１，９２８
５，３３７
22,969
23,138
9,062
33,512
69,663
7７，７８６
１７，６６６
１４，３７３
６８，８５０
(『財政金融統計月報』第５号，４９ページより算出.）
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国株式」も大きくみれば漸減傾向を示す。すな
わち，２０年－６．１％は２３年-15.3％と急上昇
してピークをなしたあと２５年－９．０％→２７年
－７．４％→２９年＝2.9％と低下を続けるが，こ
れは先にもみた特殊銀行を経由した中国特殊会
社への株式投資が,この２０年代の日貨排斥運動
の中で一定の制約をみせたことに起因すると思
われる。しかし，これに対して第３に大きく伸
びたのが「海外事業放資」という直接投資であ
る。例えば，２０年-1.7％から着実な上昇をた
どり２２年-2.8％→２４年-9.4％となったあ
と２６年-79.5％から激増をとげ２７年にも
57％という大きな比率を保っている。その点で
２０年代における直接投資の増大という基調は
一応あきらかといえよう。
そこで２０年代における資本輸出の構造をも
う少し立入って検討してみよう。最初に投資地
域に関しては,３０年末のストックで,「対中国投
資」が総額29.6億円のうち約94％と圧倒的部
分を占め｢対南洋その他投資｣130百万円を大き
く引きはなしている。さらにこの中国投資の内
訳では「対中国本土投資」が４割，「対満投資」
が６割という構成になっていて大戦中よりも対
満投資の拡大が大きいことがわかるし，そのう
えで「借款」と「直接投資」とに区分すると，
対中国本土については借款が73％直接投資
27％なのに対し，対満では逆に直接投資が86％
と大きく上回っている。そしてこのような中国
本土＝借款中心，満州＝直接投資という動向に
ついては，１つには，すでにみたように満州に
おける特殊会社・満鉄を中軸とする植民地基盤
形成事業の展開に関連して直接投資のウエイト
が高いこと，それに対して２つには，中国に対
する政府借款（例，漢冶葬･裕繁公司借款など）
がなお重要であるとともに３０年代に直接投資
の中心を占めるようになる「在華紡」の進展が
２０年代にはまだ十分成熟していないこと，など
の要因が一応指摘できよう8)。
こうしてこの２０年代の資本輸出入動向につ
いては，対満投資・在華紡投資の面で直接投資
公債」といわれたものであったのは周知のこと
であろう。最後に第４に「発行地」－資本輸入
国の点からいえば，それはアメリカとイギリス
に限られているが，アメリカの比率が高いこと
が特徴的である｡つまり合計２７回のうちアメリ
カ－１８回,イギリス－９回となりアメリカが倍
をなす。いうまでもなく，この背景に，大戦を
契機とするアジアからのイギリスの後退という
世界バランスの変化があるとともに，より大き
く,いえば，国際金融中心地のロンドンから
ニューヨークへの転換と国際基軸通貨のポンド
からドルへの転換，という事態があったことは
当然であろう。
いずれにしても，以上のような社債を中心と
する外資導入によって,一方で２０年代日本資本
主義の資本蓄積がかろうじて支えられたととも
に，他方国際収支の悪化にともなう正貨および
外貨の減少が補充されたとみることができる。
その点でこの２０年代の外資導入＝資本輸入は
日本資本主義にとってまさに死活問題をなして
いたわけである。
つぎに資本輸出に目を転じよう7)。まず基本
的プロセスを追えば,２０年－６１７百万円と大戦
を通して激増したあと２１年－５１９百万円→２２
年－３１９百万円と一定の水準を保ちながらも低
下し，その後は２４年－９６百万円→２６年－７４
百万円→28年-70百万円と低水準に移行して
いる。したがって，大戦終了による国際収支の
悪化とともに資本輸出はこの２０年代には減少
傾向にあることがあきらかだが，さらにその内
容構成に立入ると次の３点が目につく。つまり，
まず第１は「外国債購入応募」ウエイトの激落
であって，大戦中には８０～90％を占めていたの
が20年代には大きく落ちこみ，２０年－８６５％
→２３年-0.8％→２６年-13.3％→２８年-
35.9％と全体の光程度になっている。この点に
ついては，大戦期には主に連合国戦債あるいは
中国政府借款という形で外国債投資が大きな比
率をなしたのに対して大戦終了によってその必
要が減じたことが背景にあろう。また第２に｢外
村上和光：戦間期日本資本主義の対外関係 127
閥が２０年代後半までにそれぞれ１０百万円・３
百万円・５百万円・８百万円の投資をおこなっ
ていてすでに大企業の制覇がすすんでいる。ま
たその内容をみると，例えば26年には「港湾」
５４百万円，「鉱山」１２９百万円，「製鉄所」４６百
万円なども大きな額になっているが，しかしそ
の中心はやはり「鉄道」の２２５百万円であって，
その点ではこの満州においては満鉄事業が依然
大きいことが否定できない。したがって満州で
は，満鉄を中心としながらその付属事業の展開
の中で，資源確保をめざした植民地経済の構築
がすすめられたというべきであろう。
さらに第３に「中国」はどうか。すでに何度
かみたように中国への資本輸出はこの２０年代
にもその大宗を占めたが，そのうちの借款にお
ける「鉱業借款」の地位をみると，１９－２３年＝
６％から２４－２８年＝１３％に増加しており，そ
の点で資源投資の拡大が確認できる。そしてそ
の場合，借款債権者では中日実業・大倉組の他
三井鉱山・三菱商事・古河鉱業などの財閥企業
が目立ってくることも朝鮮･満州と同様である。
その意味で，この時期では国家資本投資がなお
大きな部分を構成するとはしても，３０年代以降
の財閥を軸とした「円ブロック」形成の下地が
一応作られつつあったことも決して軽視されて
はならないであろう。
要するにこの２０年代にあっては，朝鮮・満
州・中国に対し，その地域的な個別性を残しな
がらも次のような対外政策が展開された。つま
り，１つは国内の重化学工業進展に対応して資
源確保のウエイトが高まったこと，そしてもう
１つは国家資本とならんで財閥の進出があきら
かに目立ってきたこと，に他ならない。したがっ
て，大戦期における植民地体制の基盤整備期を
－歩越えて，３０年代に本格化する｢円ブロック」
体制への条件づくりが現実化した，とまとめる
ことが可能であろう。
の方向性が目立ってきたとはいえ，なによりも
その特質は資本輸入での外資依存性の再強化と
いう点にこそあると考えてよい。まさにこの外
資依存性という点にこそ２０年代資本輸出入構
造のポイントがあるというべきなのである。
〔３〕そこでつづいて２０年代対外政策の特徴
をフォローしていこう。まずその際，この２０年
代における植民地政策展開の最も前提的な背景
をなしたのは日本資本主義における重化学工業
化の進展という点であって，この２０年代には，
重化学工業化の条件をなす原料資源の確保が植
民地政策の前面にでてくるといってよい。その
点から,特にこの資源確保という側面から２０年
代植民地政策の特質を地域別に整理してみよ
う。
まず第１に「朝鮮」であるカゼ，濫堀防止や総
督府への鉱業権の移行措置を規定した「鉱業法
及砂鉱採取法」（06年)や日本人による鉱業権の
独占をうたった｢朝鮮鉱業令」（15年)などを足
場にして，大戦後日本資本の直接投資が増大し
ていく。例えば19-29年間に，朝鮮に本店をお
く日本資本は会社数で280→1237,払込資本で
83百万円→194百万円と朝鮮資本をはるかに
上回る規模で増大しているし，さらに１社当り
の資本金でも日本に本店をおく日本資本が２９
年－９百万円（朝鮮人資本55千円）と圧倒的に
大きい。しかもこのような日本の直接投資が財
閥系企業に担われたことが目立ち，三井系の小
野田セメント，王子製紙，三菱系の三菱製鉄兼
二浦，日窒，東山農事，鈴木商店系の鉱業投資，
古河鉱業，久原鉱業の鉱業投資などが本格化し
ていく（鉱産額・日本人29年＝７９％)。こうし
て朝鮮においては－－総督府権力にも支えられ
つつ一一従来からの米産増産＝食糧供給基地と
しての役割とともに,この２０年代には財閥企業
を軸とした鉱業投資が植民地経済構造の転換と
して進められたのである。
つぎに第２に「満州」をみると，ここでもほ
ぼ同じ傾向がうかがえ，まず財閥系の進出につ
いては，三井・三菱・住友・大倉などの主要財
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転については貿易外収支経常項目の大幅かつ持
続的な受取超過の影響が大きい（32年＝＋102
百万円→３６年＝＋233百万円）が，しかしもう
１つ貿易収支の赤字幅の縮小もみのがせず，３１
年一一141百万円(輸出-11.8億円,輸入-13.
2億円）は漸次減少をみせ33年一一７８百万円
（19.4億円,20.2億円）となり３５年には130百
万円の黒字(28.3億円，２７．０億円）にさえなっ
ている。そしてその際重要なことは，この３０年
代にあっては輸入が継続的に増加している中で
輸出がさらにそれを上回って拡大していること
であり，したがってこの３０年代には，輸出の増
大が全体として国際収支改善を支える－要素
だったことが確認できよう'0)。
そこで，このような輸出入動向の内容をしる
Ⅲ３０年代活況と「円ブロック」の形成
〔１〕さて，２９年の世界恐慌を契機として日
本資本主義は金解禁から金輸出再禁止への急転
をとげるが，この井上財政から高橋財政への移
行の中から日本の国家独占資本主義もその姿を
みせてくることになる。このように３０年代9)は
激動をもってその幕をあけたが,この３０年代に
入って国際収支はむしろ好転していく。つまり，
３１年には早くも９８百万円の受取超過に転じた
あと３２年＝＋５６百万円→３３年一＋３２百万円
と黒字基調ですすみ，３０年代前半には２０年代
の慢性的赤字傾向がその様相を変化させている
ことがわかる(表12)。このような国際収支の好
表１２金輸出再禁止以降の国際収支
(単位：百万円）
１９３２年１９３１弓１ ２年１９３３年１９３４年 １９３５年 １９３６年 1937年
３，３１８
３，９５３
－６３５
５，９８０
６，３３４
－３５３
貿易収支
収支合計
(『財政金融統計月報』第５号，３９ページ.）
表１３３０年代商品類別輸出入
（輸出） (輸入）
百分比 百分比
年次 雑品
０．９０
Ｌ１５
Ｌ１４
０．７８
０．７２
０．６９
０．６９
０．８７
０．５６
０．６９
０．５０
０．８２
１．０４
１．６７
４３．６３
４７．０２
４６．４６
４９．６８
５５．４３
６１.９５
５８．０７
５８．０６
５９．８３
５８．３６
５４．２３
５６.６３
６１．３３
６９．７８
1929
1930
1931
1932
1933
1934
1935
1936
1937
1938
1939
1940
1941
1942
４１．１３
３５．６６
３６．８６
３４．４８
２８．９５
２２.９５
２６．９１
２６．６０
２５．６５
２４．９９
２６．６０
２５.９１
２３．２７
１３．０４
６
７
５
２
７
７
１
８
２
８
４
７
９
１
６
１
８
８
１
７
７
０
５
５
０
９
４
３
●
●
●
■
●
●
●
。
●
●
●
●
●
０
３
４
３
４
３
２
２
３
２
１
２
２
２
５
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
1000０
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
５
６
２
０
９
２
９
６
１
６
８
６
２
５
４
７
９
４
４
９
８
５
８
１
０
６
９
４
●
●
●
●
●
●
●
●
●
■
●
●
●
●
７
８
８
７
８
７
７
７
７
１
２
０
９
８
１
１
１
３
９
１
２
６
１
２
０
９
１
５
３
９
２
１
３
９
６
９
４
４
７
１
９
０
８
９
４
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
４
４
３
３
３
４
４
４
４
３
５
３
２
３
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
100.00
1００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
1２．２３
１３．４７
１２．８４
１１．２２
９．０３
７．６４
７．７９
８．３６
６．６５
７．４８
７．９３
１２．８４
１７．４７
２８．４７
５５．２２
５３．５９
５５．３８
５８．６０
６１．６１
６１.９４
６０．９８
６２．８８
５２．７２
４８．６５
４８．３３
４２.７８
５２．８０
５３．４０
１６．０４
１５．２９
１４．６６
１４．０６
１７．１５
１８.２２
１８．９６
１７．２４
２８．９５
２６．３６
２９．６２
２６.０９
１６．４２
１２．７４
１５．６１
１６．５０
１５．９８
１５．３４
１１.４９
１１．５１
１１．５８
１０．６５
１１．１２
１６．８２
１３.６２
１２．９７
１２．２７
３．７２
(『日本貿易精覧』450,451ページより作成.）
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ためにまず第１に輸出入の内訳構成を具体的に
検討しよう(表13)｡最初に輸出に関しては,「全
製品」が「原料用製品」を追い抜いてトップに
立つとともにその格差を一層拡大していること
が最も大きな特徴といってよい。すなわち，「全
製品」は３０年-47.0％（｢原料用製品」＝35.
7％）→３３年-55.4％（29.0％）→36年-58.
1％（26.6％）→38年-58.4％（25.5％）とな
り，「全製品｣比率の持続的上昇とそれと逆相関
的な「原料用製品」の低下が明白である。こう
して，２０年代に一時停滞を示した日本貿易にお
ける工業国型への移行がこの３０年代になって
ほぼ完成をみたと考えてよいが，この点は輸出
の品目別構成にも明白にあらわれている。つま
り，まずこれまで「原料用製品」を大きく押し
上げていた「生糸」の低落が顕著であって，
27-29年平均で36.9％（7.5億円）だったのが
30-32年平均-28.7％(2.8億円)→33-35年
平均＝16.3％（3.5億円）と大きくそのウエイ
トを落している。いうまでもなく，世界恐慌の
作用と人絹糸の台頭にもとづくアメリカ生糸市
場収縮が決定的だが，それに対して大きな伸び
をみせたのが，中国･アジア市場へ拡大した｢綿
織物」に他ならず，27-29年平均-18.8％（3.
8億円）→30-32年平均＝18.9％（2.5億円）
→33-35年平均-20.6％（4.6億円）となり，
これが「全製品」のウエイトを高める中心をな
した。その他｢メリヤス製品」（27-29年平均-
1.6％→33-35年平均－２．１％)，「鉄製品」（0.
7→1.5％)，「機械および同部品」（0.6％→２．
３％）などの「全製品」の伸びも大きい。こうし
て輸出では生糸減少一綿製品・重工業品増加と
いう内容で，「原料用製品」から「全製品」への
重点変化＝工業国型化への進展がこの３０年代
にすすめられたと整理できよう。
つぎに輸入の内訳構成はどうか。ここでもす
でにみた貿易の工業国型化がみてとれるので
あって，まず１つには，「全製品｣は低下の傾向
にある｡つまり３０年-16.5％は３３年-115％
にさがりさらに３６年には106％にまでそのウ
エイトを低めており，その点ですでにみた輸出
面での「全製品」の拡大を背後から裏づけてい
るともいえる。そのうえで２つめに，「原料品」
は明白に比重増加の基調をみせていく。例えば
30年-53.6％は３２年－５８６％→３４年－６１．
９％→３６年-62.9％と一本調子の増大を示す
のであって，輸出における｢全製品｣の拡大一輸
入におけるその縮小に対応した「原料品」輸入
の伸びがみてとれるであろう。こうして輸入に
おける原料品増加一全製品減少という構造が確
認できるのであり，ここからも貿易の工業国型
化への進展が結論できる。
そのうえで輸入の品目別動向にまで立入る
と，まず「原料品」のウエイト増加は「綿花」
の増大において最もあきらかであり，27-29年
平均の26.5％は３０－３２年平均－２６２％→
33-35年-30.7％（6.8億円）と増大を示す。
さらに実額はそう大きくはないが｢羊毛｣(4.8％
→5.9％→8.1％）や「原油および重油」（1.8％
→3.4％→4.3％)も着実な向上をみせ,３０年代
における全体的な重化学工業の発展がうかがえ
る。それに対して｢全製品」の減少は例えば｢綿
織物」（0.4％→0.3％→0.1％)や｢毛織物」（1.
3％→0.8％→0.2％）の減少となって反映して
おり，全製品の中でも「内燃機械」や「金属・
土木機械」などでは増加がなお続いているもの
の，繊維産業クラスではすでに全製品の自給化
が完了しているといってよいわけである'１)。
つぎに第２に輸出入の地域構成に目を転じよ
う。最初に輸出については，まず大きく州別構
成をみると「北アメリカ州」の大幅減（27-29
年平均-43.7％→30-32年平均-35.4％→
33-35年平均-22.4％）と「アジア州」の増加
（42.4％→46.7％→52.0％)が目につくが，さ
らにもう－歩立入って輸出構成を国別に追って
みると，州別動向を反映してもちろんアジア地
域の比率が高くまずトップは「関東州」である。
例えば27-29年平均の5.3％（1.1億円）が
30-32年平均－６．８％（0.9億円）→33-35年
平均-12.5％（2.7億円）と倍増をとげている。
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いうまでもなく，日本帝国主義の進出による関
東州の「日満支ブロック」への包摂作用による
ところが大きいが，それに対して中国本土とし
ての「中華民国」は，在華紡の拡大・中国農村
の凶作・日貨排斥などによって大きくそのウエ
イトを落しており，17.2％(3.5億円)→14.2％
（1.9億円）→5.7％（1.2億円）という動きを
示す。この中国市場の低下こそ，のちにみる｢円
ブロック形成」の困難化を端的にあらわしてい
るといってよいが,他方で,33-35年平均で｢満
州」が4.8％（1.1億円）の高い比率を占めてい
くことなどをもみると，３０年代におけるアジア
輸出市場の拡大には，３０年代日本帝国主義の対
外政策がその表と裏の両面から直接的に反映さ
れていることが明白であろう。その他，このア
ジア市場では「英領インド」（8.4％→10.7％→
11.6％）や「蘭領インド」（4.0％→5.7％→７．
０％)の増加もうかがわれ，綿製品輸出の増加と
ともに資源をめざした南方進出政策の活発化と
の連動もみてとれよう。以上のアジア市場の増
加に対して，「北アメリカ州｣の低下はいうまで
もなくアメリカ合衆国の減少をそのままあらわ
している。すなわち，２７－２９年平均では42.1％
（8.6億円）と中国を大きく引きはなして圧倒
的なトップだったアメリカ合衆国は－－依然と
して単一国としては第１位ではあるが
-30-32年平均-34.2％（4.6億円）→
33-35年平均-21.8％（4.6億円）と減少を続
け，金額・構成比とも恐`慌前とくらべて半減し
ている。そしてその場合，このアメリカ市場の
激減が，いうまでもなく恐慌による生糸輸出の
減少とその後の人絹糸の普及にともなう停滞に
起因しているのは周知のことといえよう。
つづいて輸入に関してまずその州別構成を検
討すると，いまみた輸出とは逆の動きが目につ
き，「アジア州｣の停滞ないし減少(27-29年平
均－３９．５％→３０－３２年平均－３７．５％→
33-35年平均-35.0％）と「北アメリカ州」の
増大（32.8％→33.5％→35.3％）が顕著な他，
「ヨーロッパ州」の低下とそれを補うようにし
て「大洋州」の上昇がみられることにも注意し
たい。そのうえで以上のような輸入市場の変動
を国別に立入ってやや詳しくみよう。すでにみ
たようにアジア市場の低下がみられたがそれを
最も大きく規定したのはまず「中華民国」の減
少に他ならない｡つまり，２７－２９年平均では１０．
２％（2.2億円）だったのが30-32年平均-10.
4％（1.5億円）→33-35年平均-5.5％（1.2
億円）と半減をとげている。その点で，３０年代
後半からの中国における「日満支ブロック」の
いきづまりと日貨排斥運動の高揚がいかに大き
かったかがわかるが，それに連動して｢関東州」
の落ちこみも大きく6.8％→6.8％→1.1％と
激落が目立つ。もっともこの関東州の減少は恐
慌後に登場してくる「満州」におきかわったと
みられなくもなく，事実この満州は33-35年平
均では7.5％（1.7億円）と小さくない構成比を
みせていくことにも注意しておこう。そしても
う１つアジアの減少要因としては｢英領インド」
の伸び悩みが無視できない。例えば，インドは
12.8％（2.8億円）→10.2％（1.4億円）→12.
0％（2.7億円）と中国をおさえて第２位を保ち
つつウエイトも恐慌前の水準を維持はしている
ものの，綿花輸入先のインドからアメリカへの
転換が定着したこの３０年代においてはつぎに
みるアメリカとの格差は決定的になったとみる
以外にない。
これらのアジア諸国への減少に対して大きな
伸びをみせたのが－北アメリカ州をほぼ１国
で代表している－アメリカ合衆国であること
はいうまでもない。事実，27-29年平均－２９．
６％(6.5億円)は恐慌終了後ただちに30.7％(４
３億円）とウエイトを高めたのち33-35年平均
では33.0％（7.3億円）となり，特に綿花を中
心として全輸入の路を占めるに至っている。こ
うしてアメリカ合衆国は，インド-12.0％，満
州－７．５％,中国－５．５％を圧倒的に引きはなし
て輸入相手のトップに定位しているのであっ
て，他方での輸出での首位とあいまって日本帝
国主義の貿易相手の基軸に位置しているわけで
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ある。最後に，減少基調にあったヨーロッパで
はドイツの微減に比較してイギリスの急落（7.
1％→5.6％→3.5％）という差がみられる他，
大洋州の増大が，重化学工業化にともなう羊毛
輸入にもとづいて，オーストラリア(5.9％→８．
１％→9.6％）とニュージーランドの拡大によっ
ていることも容易に確認できよう。
最後に各ターミナル別の収支バランス状況を
整理しておこう。まず第１にこの３０年代の最大
の相手国はいうまでもなくアメリカだがバラン
スでみると恐`慌前２７－２９年平均で２．１億円の
出超だったのが恐慌後の33-35年平均では２．
５億円の入超に転じている。その場合その変動
はきわめて大きいが，その原因が生糸輸出減少
と綿花輸入増大にあるのはいうまでもない。い
ずれにしてもこのアメリカにおける入超一外貨
獲得の困難化こそが30年代に「円ブロック」の
形成へとつき動かしていく主動因になったのは
のちにみる通りである。つぎに日本貿易の第２
位を占めるのがインドだが，ここでの収支バラ
ンスは恐`慌前の１．１億円の入超から恐`慌後の
0.2億円入超へと入超幅が縮小している。その
点で，綿製品輸出の拡大と綿花輸入の減少の効
果がうかがえるが，しかしもちろんアメリカに
対する大幅入超をカバーできているわけではな
い。そしてこのアジアの中ではかろうじて中国
が出超になっているもののその黒字幅も恐慌前
の１．３億円から恐慌後の２百万円へとダウンを
みせて,中国における日貨排斥の影響が大きい。
また満州についても33-35年平均では６千万
円の入超であって，アメリカからの入超を補う
どころか一層赤字を拡大する作用をなしていよ
う。こうして，全体としてのウエイトの高い対
アメリカが大幅入超である以上，その差額は輸
出比率が向上しつつあるアジアで確保する以外
にない構造になっていたが，しかしいまみたよ
うに，実情としては，対アジアにおいても全体
としては入超となる他なかった。まさにここに
こそ３０年代における日本貿易の困難が集約さ
れており，積極的なブロック化＝｢円ブロック」
形成へ展開していく根因があるとみてよいわけ
である。そしてこのような入超はかろうじて南
アメリカ州（33-35年平均-29百万円出超)，
アフリカ州(1.0億円出超)の黒字でいく分支え
られていたが，それらが全体としてこの時期の
日本貿易の構造においてはあまりにもネーベン
なものであったことは否定できないところであ
ろう。
表１４１９３０年代の資本輸出入
JJIiLljDjiiFHJl鎧fｋ281,138102,463 152,624 84,475 119,556 9５，７１３ 159,437 193,01449,65642,61915,76016,10628,48377,78617,66614,37368,850 ４８４３７９7,11176,501 39,40129,81815,13335,204 1２，４７４7,96539,88699,112 5,825２，１７６37,031147,98246747,59047,656303,154219,719４，４１５９４３71,061７，０１６ 100,954￣４，８１１ 215,775３６，１５６ 398,537９，８００３８，２２９ 579,990９０，２８０４０，１８４ 652,378７６，６０５34,0488,818455,983７６，９２４800168,9829,83787,910８，２３３ 301,474４９，０３４ 414,03935,487
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償募集が困難になったとみてよい１２)。そしても
う１つ資本輸入の減少要因としては，金額にお
いて最大を占める「国債売渡し」があげられ３０
年－０．８億円は３２年－５０万円→３５年－１２百
万円と低迷しておりようやく３７年に４６百万円
にもどしているにすぎない。その点で社債と並
んで国債投資も低調だったといわざるをえない
が，それに対して「株式売渡し」は活発であっ
て，３０年－１４百万円→３３年＝１５百万円→３５
年＝99百万円→３７年－２９０百万円と着実な増
加をみており，資本提携などにからむ株式取得
による，純企業サイドからする資本導入は決し
て減少していないことが一応わかる。例えば３２
年の「オーチス・エレベーター」と三井物産の
提携（東洋オーチス・エレベーター設立）や３９
年のユナイテッド・エンジニアリング．アンド・
ファンの設立などが代表的であり，新分野進
出・日本企業との提携・競争会社への対抗・国
内市場の獲得などをめざした外国資本の直接投
資がこの３０年代に進行していたことも決して
無視されてはならない。
そのうえでこの３０年代に大きく拡大した資
本輸出の動向に目を移そう。さてこの資本輸出
の推移をたどると３１年の突発的な増加（３億
円)を例外としてほぼ着実に上昇をみせ37年＝
８．４億円は３０年の３倍をこえるに至っている
から３０年代における資本輸出のステデイな拡
大が確認できるが，では資本輸出のこの増大を
もたらした要因は何か。そこで資本輸出の内訳
に立入ると，以下の点が特徴的である。つまり，
まず1つに絶対的にも伸び率としても大きいの
は｢海外事業放資｣に他ならず，３０年＝65百万
円は３２年－８８百万円→３４年－３０１百万円→
３６年－４５６百万円となって約７倍に膨張して
いる。その点で中国・満州に対する直接投資が
この時期の資本輸出の激増を支えた第１の柱
だったとみてよいが，つぎにもう１つとして特
に３０年代後半以降は「海外預ケ金および貸付
金｣も目立った伸びを示す｡例えば30年－１１百
万円→３４年－４９百万円→３６年＝７７百万円と
こうしてみると，この３０年代の貿易構造は，
輸出増大にもとづく国際収支のある程度の改善
をみせながら重化学工業化にともなう貿易の工
業国型化をすすめるという動向が一応確認でき
るものの，特にその市場構造と収支バランスの
面においては，対アメリカの大幅入超を対アジ
ア出超によってはもはやカバーできないという
構造的限界に直面したことが明白であろう。そ
の意味で，「円ブロック｣の形成という植民地体
制の再編強化が打ちだされてくる原因がこの貿
易構造にすでに内包されていたというべきなの
である。
〔２〕そこでこの貿易構造を前提にして３０年
代の資本輸出入構造に目を転じていこう（表
14)。まずこの３０年代の全体的な資本輸出入バ
ランスの推移をみると，３０年代に入るとただち
に資本輸出超過にのり全体として資本輸出の激
増が目立つ。つまり，３１年に輸入－１．５億円，
輸出－３．０億円となって資本輸出超過に早くも
転じたあと，資本輸入の減少と資本輸出の増加
とが相まって，それ以降，３３年，輸入－１２億
円，輸出－２．２億円→３５年，輸入-16億円，
輸出－５．８億円→３７年，輸入－３．８億円，輸出
－８．４億円と資本輸出の超過が進行していく。
その点で20年代での外資依存体制が再度転換
して３０年代における資本輸出体制の定着がみ
てとれるが，これが，「円ブロック｣形成および
その破綻と表裏の関係にある他なかったことは
のちにみる通りである。
最初にこの３０年代における資本輸入の動向
をもう少し立入ってみてみよう。さてこの資本
輸入は３０年代前半に大きく落ちこんだあと
35-37年にかけてやや立直りをみせるという
経過をたどるが，このような減少基調に作用し
ている要因としては，１つはまず「社債募集」
の停止である｡すでにふれたように２０年代にお
いては社債の激増がみられたのに対して，この
30年代には３１年に０．５億円の募集がみられた
以外は皆無であって，３０年代前半の資本逃避と
３０年代後半の対欧米関係の悪化にともない杜
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表１５海外投資中対満投資比率 のウエイトはより一
層高く，「海外事業投
資中対満事業投資」
の割合を特にみる
と，３２年-81％→
３３年－６４％→３４年
－８９％→３５年＝
79％→３７年－６６％
と８割をこえること
さえみられる。いず
れにしても，この３０
年代には事業投資を
(単位：百万円）
貿易外収支臨時的支
払中本邦人海外投資 対満投資
imninl年次 '０８１８０７５７１７０７３ の氾岡的船妬弱193219331934193519361937 １００２１５３９８５８０６５２１，９４８ ８７１７２３０１４１４４５６１，４３２ ７３１３７２７８３８７２２９１，１０４ 71111268330174954
(『日銀『満州事変以後の財政金融史』368ページ.）
激増しているのであって，いまみた直接投資の
周辺整備をめざした，植民地特殊銀行（例えば
朝鮮銀行，朝鮮殖産銀行など）への貸付金が大
きな意味をもつことがあらわれている。それに
対して３つめに，かっては資本輸出の中心をな
していた「外国債応募および購入」が20年代に
引き続き低落基調をたどっている。例えば，金
解禁期の一時的増加'3)を別にすると，その後は
低調をきわめ３３年＝３６百万円→３６年－７７百
万円となり３６年には全体の１１％ほどを占める
にすぎなくなっている｡以上のことから,－少
なくとも金解禁にともなう資本逃避がおさまっ
た３０年代前半以降においては－資本輸出の
中心が海外事業投資という直接投資にあったこ
とは明白であって，それは全体の７０％をこえる
ウエイトに至っているのである。
こうしてこの３０年代の資本輸出の大宗が直
接投資にあったことがみてとれるが，これを一
応ふまえてこの資本輸出の内容をもう少し詳し
くみよう。まず第１に投資地域に関しては圧倒
的に満州投資が大きい(表15)。具体的には，こ
の対満投資の比率は３２年－７２％→３３年-
63％→３４年－６９％→３５年-66％→３７年-
56％となり７０％台にせまっている。それ以外で
は約１割強が中国，残りが南洋その他への投資
といわれているからまず対満投資の比重の大き
さは一目瞭然だが,さらにこの３０年代資本輸出
の中軸であった海外事業投資における対満投資
中心とした対満投資の意義の大きさがあきらか
といえよう。
そこで第２に対満投資の内容を立入ってみな
ければならない｡最初に対満投資の資本経路(表
16）をみると32-36年累計で｢満鉄社債ならび
に株式払込み」（7.0億円）および「満鉄関係会
社社債及借入金」（1.0億円）という満鉄関係
ルートが全体の７０％を占めるが，さらにその内
訳に立入ると大部分は｢満州国鉄道投資｣(68％）
からなり，「社内事業投資」を大きく上回わる。
また満鉄傍系会社としての特殊会社・準特殊会
社への投資も重要でありその合計３．４億円（現
物投資１．３億円，現金出資1.0億円，社債・借
入金１．１億円）のうち約１．３億円（38％）は満
鉄の出資によるものであったから，この特殊会
社を通じる満鉄の支配力の大きさは明白であ
る。そしてこの特殊会社・準特殊会社業種別構
成(払込資本金)に関しては｢金融」（８％）「電
信電話｣（８％)｢電気｣(25％)｢土地拓殖｣（８％）
「鉱山」（８％）「金属」（27％)という内容とな
り，全体として満州経済開発の基礎部門への投
資が目立っている｡以上のように３５年段階まで
は国策会社としての満鉄を中軸とした対満投資
が進行したとみてよいが，その中で次の２点に
は注意が特に必要であろう。
つまり，まず１つは，国策会社一満鉄を軸に
した基盤建設が一段落をとげた３５年以降いわ
ゆる財閥系企業の直接投資が目立ってくる点で
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唯溌
表１６対満投資経路別一覧
(1932～36年累計）
（単位：千円）
1932～36年
累計
７０１，１０５
１０２，７７５
201,056
176,000
1,180,936
７３
１３７
２７８
３８７
２２９
１，１０４
満鉄社債ならびに株式払込み
満鉄関係会社社債及借入金純増
一般会社株式払込み
満州国公債
合計
（日銀『満州事変以後の財政金対中国投資は，２０融史』175ページ.） 年代での借款中心
から大きく性格を
変更して｢直接事業投資」（全体の54％)が中軸
となり，しかもそれはなによりも「在華紡」に
立脚していることが明白といってよい。そして
その際この３０年代における在華紡の進出要因
として，①内地の高率操短②内地での増設制限
③内地での増税④中国の高関税などが通常指摘
されていることからすれば，それは日本資本主
義の再生産過程にもとづく過剰資本の資本輸出
という性格が強いが，しかしこの在華紡のもつ
政治的影響も決して無視しえない。つまり，そ
の拠点が，２０年代では主に上海･青島であった
のに対して，３０年代には，華中の排日運動の激
化と華北の日本支配に連動して，上海の伸び悩
みと青島さらに天津への拡張がすすめられてい
くのであって，その意味でこの動きは中国民族
紡の一層の困難から日中戦争へとつながってい
く契機をなしたのである。したがってこの在華
紡は日中戦争の伏線を形成したといってもよい
わけである。
以上のように，この３０年代においては,２０年
代から一転して資本輸出の再増加に大きな特徴
が確認できる。しかしその場合，この資本輸出
の中軸をなした対満投資・在華紡投資の両方に
いずれも大きな制約があることが明瞭であっ
て，この資本輸出にともなう諸困難からの脱却
のために，これ以降本格的なブロック形成に突
き進んでいかざるをえなくなるのである。
〔３〕そこで最後に「円ブロック」形成とそ
（『満州経済年報』昭和１２年下，７７ページ.）
ある。例えば満鉄関係会社への投資に関して，
35年以前の累計から３６年にかけて，財閥系は
４百万円→１２百万円へと３倍増をとげている
のであり，３６年以降において，満鉄・満州国投
資の後退(47百万円→34百万円）と財閥投資の
急増が特徴的だといってよい。つぎにもう１つ
は，このような対満投資の増加は，大きくみる
と満州の対日貿易入超の拡大＝赤字化を補填す
る役割を果した点である。つまり，この時期の
満州は日本から綿織物・機械・鉄製品・木材・
セメントなど満州開発の資材を中心に入超を続
けた（32-36年計８億円）が，日本の対満投資
の多くの部分がこの入超決済にあてられたと想
像できる(表17)。その意味で，対満投資は満州
国を日本の植民地支配体制に組み入れておくた
めの不可欠のコストだったというべきであり，
したがって歯止めのないドロ沼的性格のものと
なる他なかったのである。
最後に第３に対中国投資の基軸をなした在華
紡の動向をみよう。まず30-36年の間に対中国
投資は３０年－１１．７億円から３６年-15.7億円
へと４億円の増加をみたが，その内訳をたどる
と「合弁事業投資」５千万円「中国人企業への
貸付」７千万円「対中国借款」５千万円の増加
なのに対して「直接事業投資」は３０年－６．４億
円→３６年－８．４億円と２億円増をとげて増加
全体の過半数を占める。さらにこの「直接事業
投資」を部門別に立入ると「銀行および投資関
係」「工業」「貿易および商業」などが微増なの
に対して「紡績業」は１．８億円から３．０億円へ
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の破綻に焦点をあわせて３０年代の対外政策を
総括しよう。まず第１に３０年代前半における
「日満ブロック」の形成のプロセスからみてい
くと，３１年の「満州産業開発５ケ年計画」を前
提として日本帝国主義による本格的な経済統制
が展開されていく。つまり，従来の日本領土の
拡張政策自体ではなく「塊偲国家」＝「満州国」
方式にその支配形態を変化させながら－抗日
運動によって不徹底な側面を大きく残しながら
も－満州における日本の独占的支配を一応実
現させることによって米英からの一定の自立化
をはかったのである。そしてその場合，この支
配体制の重点セクターは日本の重化学工業化と
それによる国際収支の悪化対策上必要な原料生
産に向けられたが，そのために導入された政策
こそいわゆる「円元パー政策」に他ならなかっ
た。すなわち，幣制ならびに金融体制統一事業
の中枢として３２年に「満州中央銀行」がまず設
立されて，上海銀にリンクした過渡的な銀本位
制に立脚しながら満州銀行券による旧通貨の整
理が実施される｡その後３４年の銀騰貴を契機に
して銀体系から金体系への転換がすすめられる
とともに，満州中央銀行と朝鮮銀行との業務協
定一満州・日本間の資本市場の朝鮮銀行券に
よる媒介化一をもふまえて，３５年１２月に元
の金円とのリンク-日満通貨リンクが実現し，
ここに「円元パー政策」の成立をみたといって
よい。まさにこの「円元パー政策」によって，
一方では，満州国通貨価値の安定と満州への資
本導入の促進がなされたとともに，他方で，
－より本質的にいって－満州での信用創造
の容易化と日本の管理通貨制の外延的拡大が可
能になったと意義づけられよう。
つぎに第２に３５年以降の「日満支ブロック」
形成に目を移すと，その契機は日本による「華
北分離策」およびそれをうながした「リース・
ロス」の幣制改革であった。まず最初に「華北
分離策」展開の背景からみると，いうまでもな
く華北は中国本土の最も重要な資源供給地（特
に鉄鉱・岩塩・綿花・石炭）であるしまた地理
的にも有利な位置を占めており，その点で，３０
年代前半にすすめられてきた「日満ブロック」
は－満ﾘﾄ|が予想ほど資源にめぐまれていない
ことがあきらかになることによって－この華
北をもその一環として含まなければ完結しない
ものとみなされてきた。したがって，軍事上の
中国との緩衝地帯という役割に加えて，資源供
給地という経済的意向からしても華北を「日満
ブロック」に包括することをめざした「華北分
離策」が日本帝国主義の主要外交戦略となって
いったのである。しかし，日本のこのような意
図に痛打を与えてブロック化をおくらせたもの
こそ「リース･ロス」の幣制改革に他ならない。
よく知られているようにこの「リース･ロス」
の幣制改革は，中国政府３銀行による発券権の
集中と現銀使用の禁止および現銀のそれら３銀
行への移管を主内容とするものだが，これに
よって，地方政権の相対的独自性を支えてきた
その財政基盤が失なわれたこと，そしてその地
方政権の一応の存立に立脚して展開してきた日
本帝国主義による分治工作方針が大きくくずれ
ていくこと，という新局面が生じていくことに
なり，ここに「華北分離策」は１つの破綻に直
面することになった。そしてその場合，この幣
制改革の背景にはイギリス勢力の中国への鯵透
があるといってよく，大きくみると，①英中協
調下での改革進行②ポンドに支えられた強力な
法幣の存在③中国民族の統一化運動④円系通貨
圏の外延的拡大の不調，などがこの「リース・
ロス」幣制改革実施の背景をなしていたものと
考えられる。その意味で，この新局面の背後に
米英との対立が伏在していたことは明瞭だと
いってよいのである。こうしてこの「リース・
ロス｣の幣制改革に直面して，日本帝国主義は，
米英資本と協調してこの新幣制の下で自らの利
害を追求するか，それともこの幣制自体を打破
して華北分離策＝「日満支ブロック」形成を強
行するかの選択をせまられたが，前者の展望が
決定的にない以上，後者を選ぶ以外に道はな
かった'4)。
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ク｣内での資源自給度は高いとはいえなかった。
そしてこのような制約はより根本的には国際収
支における構造的な困難＝外貨危機として出現
していくことになる。つまり，恐慌期に日本は，
外貨決済を必要としない対植民地ブロックにお
いて入超なのに対して外貨決済を必要とする対
中国本土においては出超であったから，この段
階では，中国からの外貨入手と植民地ブロック
での外貨節約という形を通して一応外貨獲得的
構造を有していたが,３０年代に入るとそれは転
換をせまられていく。具体的には，外貨の必要
としない「円ブロック」内では－台湾を除い
て－大幅出超に転じているのに対して外貨を
要するブロック外においてはむしろ入超の拡大
という事態に変化していくのであるから（表
18),外貨状況はしだいに悪化する他なかったと
いってよい。まさにこの点に「円ブロック」の
限界が明白なのであるが,その基本的背景には，
一方での，世界恐慌による米英資本依存の困難
化と，他方での，中国国民革命による中国支配
権の動揺，という世界的枠組の中で，重化学工
業化を米英から自立して実現していかなければ
ならない，という決定的な制約があったと考え
られる。いい換えれば，この「円ブロック」は，
ワシントン体制と民族運動の条件の下におけ
る，重化学工業体制をめざしたアウタルキー政
策に他ならなかったが，いまみたその根本的制
約に規定されて，これ以後，南洋進出と米英と
の全面的対立および太平洋戦争とつながる中で
最終的には破綻・解体する以外になかったので
ある。
したがって第３に３０年代後半の「日満支ブ
ロック」形成とその中における「円ブロック」
の展開をみなければならない。さて，３０年代後
半に植民地圏では植民地工業化政策の全面的展
開がすすめられ,例えば満州では３７年から産業
開発５ケ年計画に着手されるし朝鮮でも重化学
工業化が本格化する。そして，この植民地工業
化の円滑な進展のために特に金融面では，１つ
は，現地の金融および通貨自主権の暴力的剥奪
と円系通貨圏への包摂という幣制統一事業がは
かられたこと，もう１つは，この時期に進出が
盛んになる財閥系企業と国家資本との結合条件
をなす財政金融上の資金をまかなうために植民
地銀行の不換紙幣増発がすすめられたこと，が
特徴的であった。こうして「日満支ブロック」
維持の大動脈としていわゆる「円ブロック」形
成も展開していくといってよいが，その際，こ
の「円ブロック」体制の中で流通する円系通貨
は，植民地の財政金融のみならず弱体化してい
る日本資本主義の輸入力をもサポートするとい
う任務をもったため，強制通用力の保護とその
流通圏の拡大および国家権力自体の膨張が不可
欠だった以上，必然的に中国民族運動と衝突す
る他なかった。具体的には，３８年３月に華北に
「中国聯合準備銀行」を設立して「聯銀券」を
中央銀行券として位置づけ，それによって米英
金融力に裏づけられた強力な法幣に対抗するこ
とを意図したが，外貨転換性のない聯銀券には
その任務は実は不可能であって，それは結局華
北円ブロックにおける増発＝破局的インフレを
もたらすしかなかったといってよい。その意味
で円元パー政策は華北では事実上破綻をとげた
とみる以外になかったのである。
そのうえで最後に第４に以上のような「円ブ
ロック」の限界をあきらかにしておこう。すで
にみたように満州においては原料の確保が予想
ほど十分ではなくその点から「日満ブロック」
は華北を含んだ「日満支ブロック」へと拡大せ
ざるをえなかったが，華北に十分な支配圏を構
築できなかった以上，結果的にこの「円ブロッ
おわりに
最後に全体の総括として，以上のような戦間
期の対外関係がこの時期の日本資本主義の構造
と特質－国独資的転換にどのような規定性を
もったかを整理しておくことにしよう。その場
合，くり返えし別の機会にのべたように国独
資'5)とは,資本主義の体制的危機に対して,国家
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り，その点で国独資
(単位：百万円） の展開のためには，表１８ブロック別貿易収支（1929～40年）
:IiHTILlJ 「日満支ブロック」そして４０年代には南洋を含んだ「大東亜共栄圏」を形成せざるをえないという必然性をもっていた。つぎに第２に，この国独資の基盤をなす重化学工業品の輸出市場として「円ブロック」は重要な位置を占めた。この
点は植民地ブロック
に対しては輸出超過
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(日銀『明治以降邦主要経済統計』292ページより算出.）
が，管理通貨制を手段としながら，１つには｢階
級宥和策」ともう１つは「資本蓄積促進策」の
両面から，体制の組織化をはかるといういわば
「反革命体制」に他ならないが，このような課
題をもつ国独資に対して対外関係が以下のよう
な位置関係において重要な役割をはたしたと考
えてよい。
すなわち，日本資本主義は世界恐慌の余波を
うけて昭和恐慌に突入しその中で産業停滞・貿
易低落・失業増大・農村窮乏の激化におちこむ
とともにその経済的混乱は５．１５事件という政
治的動揺をもたらしたが，このような政治・経
済両面からする体制的危機に対して打ちだされ
た対応策こそ高橋財政'6)を軸点とした体制組織
化政策に他ならなかった。そして，すでに前稿
まででみてきた通り，管理通貨制を基軸とした
スペンディング政策の体系化としてのこの高橋
財政の中で日本における国独資の成立がみてと
れるが，この国独資の展開はいうまでもなくこ
の時期の対外政策上の枠組をその不可欠の前提
としていた。つまり，まず第１に，この国独資
はその基礎的産業部門として重化学工業にもと
づいていたがその原材料をなす鉄・綿花・原油
などは満州および華北に決定的に依存してお
~しかし外貨は得られない－という形で端
的にあらわれたが，国内の消費市場が実質賃金
の低下＝購買力不足で停滞していた以上，重化
学工業に立脚していた国独資の展開のためには
「日満支ブロック」の形成は死活問題であった
といえよう。そのうえで第３に，国内の過剰資
本の輸出先として満州・中国が大きな役割をは
たしたことも無視できない。いうまでもなく，
国独資における一方の課題である「資本蓄積促
進策」の内容をなす過剰資本の処理であるが，
この過剰資本の投下対象として３０年代には財
閥ないし５大紡の直接投資が大きな役割をはた
したといってよい。したがって「円ブロック」
形成にともなう資本輸出の投下先という関係で
「日満支ブロック」の進展は国独資展開の条件
をなしたわけである。最後に第４に，満州・華
北に対する民衆の植民が国内の対立・不満の１
つのハケロとなったことも否定できず，この意
味で，「階級宥和策」の１対策として「日満支ブ
ロック」の形成を位置づけることも可能であろ
う。まさに，国独資のもう１つの課題である｢階
級宥和策」としての機能も植民地ブロックは
もっていたというべきなのである。
こうしてみると，「日満支ブロック」－｢円ブ
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ロック」形成という形に集約されるこの戦間期
日本資本主義の対外関係は，基本的には日本に
おける国独資的転換と強い内的関連を有してお
り，まさにその１つの成立条件であったとも考
えられる。しかし，その対外関係の方向はまっ
たく展望のないものであった以上，アジア人民
の民族運動と階級闘争の前に解体を運命づけら
れていたのはすでにあきらかなことであろう。
紡績業への資本輸出の増加が顕著なことは否定し
がたく，例えば３１年には日本の対中国投資におい
て｢工業｣が18.9％を占めるがその中で紡績業が１．
８億円で78.8％を担っているほどであった。
9）３０年代日本経済の特質については,社会経済史学会
編『1930年代の日本経済』（東大出版会，1982年)，
橋本寿朗『大恐慌期の日本資本主義』（東大出版会，
1984年)，大石嘉一郎編『日本帝国主義史』1１（東大
出版会，1988年)，などを参照のこと。
１０）この輸出拡大の要因として，財政膨張にともなう円
価低落一低為替，井上デフレによる生産性向上，実
質賃金の低下，などが指摘できるのは周知のことで
あろう。
１１）その他では「食料品」の低下も目立っており，例え
ば「米およびモミ」も減少傾向（21％→0.9％→０．
２％)にあり，準戦時体制の形成過程において，重化
学工業原料および綿花の増大によってワリを食う
形で食料品の本土および植民地における自給体制
の構築がめざされていったことがみてとれよう。
１２）それと関連して「地方債･社債売渡し」も３３年＝２．
２億円をピークに低下しており全体として社債を通
す外資導入はそのウエイトを減少させている。
１３）もっとも解禁にともなう資本逃避の手段として外
国債購入がすすめられたため３０年＝１．８億円→３１
年－２．２億円と大きくふくらんだ。
１４）つまり日本帝国主義はこの「リース・ロス」改革を
契機としてただちに華北５省を分断して新幣制の
解体を促進するという戦略に出る他なかった。
１５）国独資の立入った論点については，大内力『国家独
占資本主義』（東大出版会，1970年)，加藤栄一『ワ
イマル体制の経済構造』(東大出版会,1973年)序章，
を参照。
１６）高橋財政に関しては拙稿「戦間期日本資本主義の金
融構造」（『金大教育学部紀要』第37号）をみよ。
1）大戦期の日本資本主義の展開については，講座『帝
国主義の研究』６(青木書店，1973年)，大石嘉一郎
編『日本帝国主義史』Ｉ（東大出版会，1985年)，な
どを参照。
2）この時期にさらに特徴的なのは米輸入の激変で
あって，国内豊凶および植民地米の移入状況あるい
は国内治安対策などとも対応して，１４年-4.2％
（2.5億円）→16年－０．４％（３百万円）→18年＝
5.4％（９千万円）と大きな変動をみせている。
3）これはいうまでもなく日露戦後経営が地方公共団
体をもその－構成部分として位置づけて展開され
た都市開発や交通設備建設に関連していた。
4）つまり，金額では１５年-56百万円→18年-360
百万円と６倍増をとげているし，投資対象部門も
「鉄道｣一辺倒から「鉱山」「政治｣へも拡大をみせ，
また債権者も正金銀行・興銀・満鉄・東亜工業に加
えて台銀・朝銀・大倉組・中日実業・三井物産など
の展開も目立っている。
5）２０年代日本資本主義の諸側面に関しては，1920年
代史研究会編『1920年代の日本資本主義』(東大出版
会，1983年）を参照せよ。
6）前掲，『帝国主義の研究』215頁表123.
7）山崎隆三編『両大戦間期の日本資本主義』下（大月
書店，1978年）221頁第７－１４表。
8）しかしそれにしてもこの２０年代に日本資本の中国
